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国家平和秩序維持評議会（National Council for Peace and Order：NCPO）による暫定
政権を 5年率いた後，NCPO 体制の継承を掲げるパラン・プラチャーラット党










































る細かい措置が定められた。当初 3 月26日から ₄ 月30日までの期間限定で出され
た非常事態宣言は，その後もほぼ 1 カ月ごとの延長・更新を繰り返し，2021年 3
月現在，同宣言と緊急勅令第 9 条に基づく措置規定が国内で継続されている。
　市民生活への影響が大きい措置では， 3 月26日から一部指定業種を除く民間施










「COVID-19経済対策センター」（Center for Economic Situation Administration due to 
the Impact of the Communicable Disease Corona Virus：CESA）が設置され，緊急経
済対策を CESA のもとで進める体制が整備された（新型コロナ関連の経済対策は
「経済」の項を参照）。しかし，各種経済対策の実施にもかかわらず，コロナ後の
経済・社会問題が顕在化している。スアン・ドゥシット大学による2021年 3 月 9
～12日の調査では，コロナ後の負債増大を懸念する世帯は75.41％，失職者がい
る世帯は69.96％，抑うつ感情による不調を訴える世帯は67.19％にのぼり，経
済・社会面の不安が広がっている（Bangkok Post，2021年 3 月14日）。
　2020年の新型コロナウイルス感染者・死者数統計をみるかぎり，タイでは同じ
ASEAN のフィリピンやインドネシアと比べて早期に感染防止策が進んだ。公式





































































（ 1） 国王を不可侵の存在とする憲法第 6 条の廃止。
（ 2） 不敬罪を定めた刑法典第112条の廃止。




















動をとり，その姿が SNS 上で拡散された。 9 月19日には，「解放青年団」，「タマ
サート学生会」などが合同でデモを組織し，運動側が参加者15万人と発表した大








































































































































































































































































































































　軍事面では，2017年 ₄ 月の暫定政権期にタイ海軍が中国製潜水艦 Yuan Class 
S26T の第 1期納入を非公開で決め，タイと中国の間で安全保障を視野にいれた
新たな関係の始まりを印象づけた。しかし，緊急の新型コロナ対策を盛り込んだ
2021年度予算審議（ 8月21日）において，残る第 2 期，第 3期の潜水艦購入に225
億バーツの予算支出が明らかになり，世論の批判が高まった。内閣は 8月31日，



























措置を通告し，2020年 ₄ 月25日にこの措置を実施に移した。加えて USTR は，
アメリカの豚肉製品にタイ側が公正な市場アクセス権を与えていないと事前通告
のうえ，タイ産品231品目（2019年対米輸出の 8 億1700万ドル相当）について新た

































































8 日 ▼ 大気汚染情報アプリ，バンコクの
PM2.5濃度を世界ワースト 3 位と報告。





















16日 ▼ 国家放送通信委員会（NBTC）， 5 G























































































29日 ▼ CCSA， 7月から特定目的での外国
人の入国許可緩和を発表。













8 月 1 日 ▼ スラートターニー県サムイ島で






















20日 ▼ 1 万人規模の反政府デモ行進。警察
が強制排除し，指導者を逮捕。







31日 ▼ 内閣，中国製潜水艦 2 隻を225億
バーツで購入する計画の 1 年延期を発表。
9 月 1 日 ▼プリディ財務相，辞任（官報公示）。
5 日 ▼反政府運動に加わった中等学校生が
教育相と面会，教育カリキュラム改革を訴え。
11日 ▼ドーン外相，第 1 回メコン－アメリ
カパートナーシップ閣僚会議に出席。

















10月 1 日 ▼国軍人事公布。











































チャシーマー間 2号線・ 3 号線契約正式署名。







9 日 ▼ EEC 事務局，ラヨーン県バーン
チャーン郡に 5 G 移動通信システム特区の設
立を決定。
12日 ▼プラユット首相，第37回 ASEAN 首
脳会議にオンライン出席。ASEAN 感染症対
策センター設立を確認（～15日）。



































































首相府大臣 Anucha Nakasai PPRP
国防大臣 Prayut Chan-o-cha（Gen.）＊




→ Akhom Termpitthayapaisit（10月 5 日官報告示）
　副大臣 Santi Promphat PPRP
外務大臣 Don Pramutwinai ＊
観光・スポーツ大臣 Phipat Ratchakitprakan PJT
社会開発・人間安全保障大臣 Juti Krairoek DP
農業・協同組合大臣 Chaleomchai Srion DP
　副大臣 Mananya Thaiset PJT
Thammanat Prompao（Captain） PPRP
Prapat Pothasuthon CTP
運輸大臣 Saksiam Chidchob PJT
　副大臣 Thawon Senniam DP
Athirat Ratanaset PPRP
天然資源・環境大臣 Warawut Silpa-archa CTP
デジタル経済社会大臣 Putthipong Punnakanta PPRP
エネルギー大臣 Supattanapong Punmechao ＊
商務大臣 Jurin Laksanawisit ＊ DP
　副大臣 Wirasak Wangsupakitkoson PJT
内務大臣 Anupong Paochinda（Gen.）
　副大臣 Nipon Bunyamane DP
Songsak Thongsri PJT
法務大臣 Somsak Thepsuthin PPRP
労働大臣 Suchat Chomklin PPRP
  副大臣 Narumon Pinyosinwat PPRP
文化大臣 Itthipon Khunpluem PPRP
教育大臣 Natthaphon Thipsuwan PPRP
　副大臣 Kalaya Sophonphanit DP
Kanokwan Wilawan PJT
公衆衛生大臣 Anuthin Chanvirakun ＊ PJT
　副大臣 Sathit Pitutacha DP
工業大臣 Suriya Jungroongruangkit PPRP





国軍最高司令官 Gen. Chalermpon Srisawat （2020年10月 1 日）
陸軍司令官 Gen. Narongpan Jitkaewtae （2020年10月 1 日）
（第一管区司令官） Leut-Gen. Charoenchai Hinthao （2020年10月 1 日）
海軍司令官 Adm. Chatchai Sriworakan （2020年10月 1 日）
空軍司令官 ACM. Airbull Sutthiwan （2020年10月 1 日）
国防次官 Gen. Nat Intrajaroen （2018年10月 1 日）
国防副次官 Adm. Somprasong Nilasamai （2019年10月 1 日）
 Gen. Chuchat Buakhao （2020年10月 1 日）
 ACM. Tharin Poonsri （2020年10月 1 日）
 Gen. Chaiyapruek Poonsawat （2020年10月 1 日）
　 4 　警察人事
警察長官 Pol. Gen. Suwat Jangyodsuk （2020年10月 1 日）






2015 2016 2017 2018 2019 2020
人 口（100万人，年末） 65.7 65.9 66.2 66.4 66.6 66.2 
労 働 人 口（同上） 38.5 38.3 38.1 38.4 38.2 38.5 
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） -0.9 0.2 0.7 1.1 0.7 -0.9 
失 業 率（％） 0.9 1.0 1.2 1.1 1.0 1.7 
為 替 レ ー ト（ 1ドル＝バーツ） 34.3 35.3 33.9 32.3 31.1 31.3 
（出所）　タイ中央銀行（http://www.bot.or.th/）。
　 2 　支出別国内総生産（名目価格） （単位：10億バーツ）
2015 2016 2017 2018 2019 2020
民 間 消 費 7,056.5 7,296.5 7,578.7 8,004.7 8,406.0 8,303.5 
政 府 消 費 2,353.0 2,460.7 2,524.4 2,647.5 2,734.5 2,778.5 
総 固 定 資 本 形 成 3,371.1 3,459.9 3,579.2 3,725.0 3,805.5 3,620.9 
在 庫 増 減 -298.6 -380.5 -27.0 395.4 204.8 125.1 
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 9,295.6 9,785.9 10,326.7 10,616.2 10,052.2 8,076.1 
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 7,861.7 7,806.5 8,397.7 9,169.7 8,473.4 7,301.8 
国内総生産（支出側） 13,916.0 14,816.0 15,584.4 16,219.0 16,729.6 15,602.2 
国内総生産（生産側） 13,743.5 14,590.3 15,488.7 16,368.7 16,898.1 15,703.0 
海 外 純 要 素 所 得 -709.0 -685.4 -693.9 -793.1 -622.5 -438.8 




　 3 　産業別国内総生産（実質　基準年＝2002） （単位：10億バーツ）
2015 2016 2017 2018 2019 2020
農 林 水 産 業 615.9 608.8 638.1 675.3 671.0 648.1 
鉱 業 244.6 246.6 231.9 225.1 229.0 213.3 
製 造 業 2,670.3 2,730.6 2,809.9 2,906.8 2,886.8 2,722.8 
電気・ガス・蒸気・空調 278.0 286.1 291.3 297.8 311.5 285.3 
上下水道・廃棄物処理 43.4 46.7 49.4 52.8 55.9 55.6 
建 設 業 268.5 289.9 281.2 287.7 292.3 298.9 
卸売・小売・車両修繕業 1,340.8 1,423.3 1,513.8 1,611.4 1,683.7 1,621.6 
宿泊・飲食サービス業 496.1 542.1 600.4 647.9 698.5 443.0 
運 輸 ・ 保 管 業 607.7 639.9 689.9 719.3 740.9 585.6 
情 報 通 信 業 468.1 479.4 499.1 539.7 606.1 634.7 
金 融 業 652.5 698.2 742.7 772.0 788.8 809.7 
不動産・その他関連業 344.2 368.4 392.5 414.5 430.1 435.9 
科 学 ・ 技 術 199.5 195.0 206.9 213.0 216.7 205.7 
行 政 ・ 国 防 507.5 509.6 513.6 521.4 528.6 537.3 
教 育 324.3 323.6 324.9 328.2 332.0 338.8 
保 健 医 療 ・ 福 祉 208.6 214.8 220.9 234.4 242.7 244.0 
国 内 総 生 産（GDP） 9,521.4 9,847.9 10,248.4 10,907.0 11,198.6 10,509.9 





　 4 　国・地域別貿易 （単位：100万バーツ）
2017 2018 2019 2020
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
日 本 746,519.3 1,097,916.1 799,342.8 1,145,193.8 759,787.1 1,042,846.4 709,388.9 869,298.8
N A F T A 1,048,186.9 555,991.1 1,040,345.4 539,515.3 1,111,813.9  599,868.2 1,186,182.5 513,094.4
ア メ リ カ 898,823.3 508,528.4 899,154.1 486,312.1 971,239.5  545,624.8 1,065,922.3 466,320.2
E U 806,662.6 704,023.1 803,242.1 722,877.0 730,921.9  656,139.6 641,447.2 542,903.4
イ ギ リ ス 138,345.1 99,883.6 130,367.5 96,278.2 119,331.1  75,891.5 95,461.9 56,100.6
EU（イギリスを除く） 668,317.4 604,139.6 672,874.5 626,598.8 611,590.8  580,248.1 545,985.3 486,802.8
A S E A N 2,018,313.2 1,409,417.3 2,198,548.8 1,469,747.6 1,946,247.1 1,408,100.2 1,719,149.6 1,235,891.0
シ ン ガ ポ ー ル 281,120.8 270,685.9 298,484.9 249,768.2 274,918.8  237,700.4 295,367.1 236,269.4
マ レ ー シ ア 349,848.7 397,025.8 372,609.3 429,690.9 321,023.4  401,607.6 270,479.5 320,589.0
C L M V 850,130.4 360,596.2 941,060.1 392,882.8 850,504.0  423,801.1 756,090.4 388,587.5
中 国 997,982.7 1,515,066.4 971,437.0 1,621,891.9 902,188.2 1,578,231.6 924,858.0 1,569,282.0
香 港 416,257.5 99,095.2 401,767.8 95,453.7 362,830.8  93,244.4 350,755.5 62,716.1
台 湾 135,849.0 279,143.2 127,342.3 280,581.8 124,171.1  254,029.2 117,661.6 258,821.0
韓 国 157,943.7 274,059.9 158,136.8 288,229.3 146,629.0  272,230.0 131,591.7 240,465.9
中東 286,471.8 623,305.7 271,160.1 789,107.7 262,976.2  614,815.9 228,039.8 429,921.7




　 5 　国際収支 （単位：100万ドル）
2015 2016 2017 2018 2019 2020
経 常 収 支 27,752.9 43,438.0 43,951.9 28,422.5 38,205.6 16,298.3
貿易・サービス収支 41,680.3 56,051.0 56,877.0 44,922.2 51,047.4 24,665.9
貿 易 26,116.5 35,776.1 32,581.2 22,387.7 26,724.5 39,820.3
輸 出 213,364.0 213,487.5 233,688.0 251,108.1 242,700.8 226,715.9
輸 入 187,247.5 177,711.4 201,106.8 228,720.5 215,976.3 186,895.5
サ ー ビ ス 15,563.8 20,275.0 24,295.8 22,534.5 24,322.9 -15,154.5
輸 送 -9,918.8 -9,339.0 -9,955.5 -11,240.4 -11,695.3 -15,011.3
旅 行 33,527.5 35,713.7 41,872.0 44,282.7 47,455.3 11,332.1
第 一 次 所 得 収 支 -20,622.2 -19,427.5 -20,461.8 -24,514.7 -20,020.7 -14,244.7
第 二 次 所 得 収 支 6,694.8 6,814.5 7,536.6 8,015.0 7,178.9 5,877.2
資 本 移 転 等 収 支 0.1 12.7 -140.9 -610.5 4.0 43.1
金 融 収 支 -16,799.2 -20,194.6 -10,506.5 -13,203.7 -15,656.0 -3,588.1
直 接 投 資 3,936.5 -9,906.5 -5,931.9 -4,181.7 -5,327.5 -22,815.3
証 券 投 資 -16,508.1 -2,797.6 -2,151.6 -5,863.8 -8,643.8 -11,613.0
金 融 派 生 商 品 903.3 303.3 118.3 133.8 822.1 -160.8
そ の 他 投 資 -5,130.9 -7,793.9 -2,541.4 -3,292.0 -2,506.8 31,000.9
誤 差 脱 漏 -5,094.8 -10,411.6 -7,347.7 -7,342.0 -8,970.7 5,600.2
総 合 収 支 5,858.9 12,844.5 25,956.7 7,266.4 13,583.0 18,353.5
（注）　2019年と2020年は暫定値。IMF 国際収支マニュアル第 6版に基づく。ただし，金融収支の符号
は（－）は資本流出，（＋）は資本流入を意味する。
（出所）　表 1に同じ。
